
 

【資料１】 

 

 

 

３ 会議事項 

 

（１）平成 31 年度一般会計・特別会計当初予算（案） 

   の概要について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



　歳　入 （単位：千円）

平成31年度
当初予算額

平成30年度
当初予算額 増減額 増減率

A B C=A-B C/B

807,790 930,322 △ 122,532 △ 13.2% 市町村事務費負担金

　均等割　 10% 80,780

　人口割 　45% 363,505

　高齢者割 45% 363,505

 2 国庫支出金 301 3,116 △ 2,815 △ 90.3%
特別調整交付金
（運営協議会）

301

 3 繰越金 15,000 15,000 0 0.0%

 4 諸収入 2 2 0 0.0%

合　計 823,093 948,440 △ 125,347 △ 13.2%

1

 1 分担金及び
　 負担金

備　考

    平成31年度長野県後期高齢者医療広域連合一般会計予算の概要

項　目
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　歳　出 （単位：千円）

平成31年度
当初予算額

平成30年度
当初予算額 増減額 増減率

A B C=A-B C/B

 1 議会費 824 789 35 4.4%

（人件費） 335 335 0 0.0% 議員報酬 16人

（その他） 489 454 35 7.7% 旅費等

 2 総務費 304,754 304,859 △ 105 △ 0.0%

（人件費） 231,564 232,721 △ 1,157 △ 0.5% 給与費負担金等　29人 216,840

特別職報酬 5,403

嘱託職員報酬　 　4人 7,436

嘱託職員等共済費 4人 1,885

（その他） 73,190 72,138 1,052 1.5% 事務室賃借料 8,283

財務会計システム
機器等賃借料

2,997

コンピュータ等
機器賃借料

3,252

その他 58,658

 3 民生費 512,365 637,642 △ 125,277 △ 19.6% 事務費繰出 512,365

 4 公債費 150 150 0 0.0% 一時借入金利子

 5 予備費 5,000 5,000 0 0.0%

合　計 823,093 948,440 △ 125,347 △ 13.2%

2
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　歳　入 （単位：千円）

平成31年度
当初予算額

平成30年度
当初予算額 増減額 増減率

A B C=A-B C/B

 1 市町村支出金 47,974,969 46,588,716 1,386,253 3.0%

　 保険料等負担金 26,190,880 25,293,706 897,174 3.5% 保険料 20,971,743

保険基盤安定分 5,219,137

　 療養給付費負担金 21,784,089 21,295,010 489,079 2.3% 負担対象額 1/12

 2 国庫支出金 91,494,016 89,446,932 2,047,084 2.3%

　 療養給付費負担金 65,352,267 63,885,032 1,467,235 2.3% 負担対象額 3/12

　 高額医療費負担金 1,344,610 1,245,384 99,226 8.0% 高額医療費負担対象額 1/4

　 調整交付金 23,797,286 23,060,958 736,328 3.2% 普通調整交付金 23,554,237

特別調整交付金 43,049

インセンティブ交付金 200,000

　 国庫補助金 999,853 1,255,558 △ 255,705 △ 20.4% 保健事業費補助金 169,885

医療費適正化等推進事業費補助金 25,342

特別高額医療費共同事業補助金 10,000

長寿・健康増進事業費補助金 70,790

災害臨時特例補助金 1

円滑運営臨時特例交付金 723,835

 3 県支出金 23,128,700 22,540,395 588,305 2.6%

　 療養給付費負担金 21,784,089 21,295,010 489,079 2.3% 負担対象額 1/12

　 高額医療費負担金 1,344,610 1,245,384 99,226 8.0% 高額医療費負担対象額 1/4

　 県財政安定化基金 1 1 0 0.0%

　 交付金

 4 支払基金交付金 111,553,636 108,916,755 2,636,881 2.4% 負担対象額   0.3882 101,479,001

特定費用の額 0.8882 10,074,635

67,824 63,373 4,451 7.0%

 6 繰入金 512,365 637,642 △ 125,277 △ 19.6%

　 一般会計繰入金 512,365 637,642 △ 125,277 △ 19.6% 事務費分

 7 繰越金 3,000,000 3,000,000 0 0.0%

 8 諸収入 302,513 1,915 300,598 15,697.0% 預金利子 2,000

第三者納付金 300,500
その他 13

3

合　計 278,034,023 271,195,728 6,838,295 2.5%

平成31年度長野県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療特別会計予算の概要

項　目 備　考

 5 特別高額医療費
   共同事業交付金



　歳　出 （単位：千円）

平成31年度
当初予算額

平成30年度
当初予算額 増減額 増減率

A B C=A-B C/B

 1 総務費 600,876 667,103 △ 66,227 △ 9.9% 国保連合会業務委託料

83,112

75,561

69,043

83,566

 2 保険給付費 274,429,856 268,102,609 6,327,247 2.4%

　 療養諸費 269,863,870 264,314,196 5,549,674 2.1% 療養給付費

訪問看護療養費

1

　 審査支払手数料 618,030 602,963 15,067 2.5%

　 高額療養諸費 2,887,956 2,165,000 722,956 33.4% 高額療養費

48,538

220,191

　 葬祭費 1,060,000 1,020,450 39,550 3.9%

0 0 0 0.0%

77,606 80,157 △ 2,551 △ 3.2%

 5 保健事業費 785,556 726,195 59,361 8.2%

　 健康保持増進 754,869 701,166 53,703 7.7% 580,451

　 事業費 26,796

147,092

　 医療費適正化 30,687 25,029 5,658 22.6% 25,343

　 推進事業費

 6 公債費 9,343 9,343 0 0.0%

 7 諸支出金 23,166 23,141 25 0.1%

　 保険料還付金 22,000 22,000 0 0.0%

　 還付加算金 1,100 1,100 0 0.0%

　 償還金 66 41 25 61.0% 26
40

 8 予備費 2,107,620 1,587,180 520,440 32.8%

4

130,601

268,703,869

1,160,000

@63円×9,810,000件

移送費

被保険者数　　　　　　　 352,738人

支給決定通知等郵送料

合　計 278,034,023

5,344

47,613

一人当たり医療費の伸び　　 　1.29%

2,667,765

高額介護合算療養費

歯科健診事業

 3 県財政安定化
   基金拠出金

 4 特別高額医療費
　 共同事業拠出金

271,195,728 6,838,295 2.5%

項　目 備　考

電算処理システム
機器賃貸料

国保連合会負担金

被保険者証等作成委託料

電算処理システム
運用委託料

その他

@50千円×21,200人

国保中央会において共同処理

530

111,380

負担割合差額返納金

　うち外来年間合算分

健康診査事業

保健事業実施計画
推進事業

長寿・健康増進事業

フレイル予防等訪問指導事業

重複・頻回受診者等
訪問指導業務委託料ほ
か
一時借入金利子

過年度分所得変更等による
保険料歳出還付

保険料特別返還金



特定財源 一般財源

36,028 36,028 0 17,242 業務課

　高齢者の健康寿命の延伸を目的として、高齢者の特性であるフ
レイルや重症化の予防等について、市町村等との連携の強化及び
被保険者への周知を推進するため次の事業を展開します。
(特定財源内訳)・ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ交付金：6,493千円
　　　　　　　・国庫補助金：29,535千円

フレイル予防等訪問指導事業【拡大】 25,343 25,343 0 9,779 業務課

　希望市町村（継続６市町村、新規６市町村）に事業委託し、被
保険者へ訪問指導等を行うことでフレイル予防などを推進しま
す。
(特定財源内訳)・国庫補助金：25,343千円

保健事業専門職の配置（保健師・管理栄養士）【拡大】【ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ】 6,445 6,445 0 3,223 総務課

　フレイル予防を中心とした保健指導や健康管理等について、市
町村への情報提供や効果的な事業実施に向けた相談・支援を担当
する専門職（現在、管理栄養士１名）を１名増員します。
(特定財源内訳)・ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ交付金：2,445千円
　　　　　　　・国庫補助金：4,000千円

フレイル予防周知チラシ【新規】【ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ】 4,048 4,048 0 4,048 業務課
　医療費通知にチラシを同封することで、被保険者に対しフレイ
ル予防の周知を行い、健康づくりへの意識向上を図ります。
(特定財源内訳)・ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ交付金：4,048千円

検討会及び研修会の開催【拡大】 192 192 0 192 業務課

　フレイル予防等訪問指導事業委託市町村を対象に検討会を行い
事業展開を促進するほか、県下全市町村の専門職を主とした研修
会を行い事業水準の底上げを図ります。
(特定財源内訳)・国庫補助金：192千円

医
療
費
の
適
正
化

2 7,205 7,205 0 7,205 業務課

　あん摩マッサージ指圧、はり・きゅう施術に係る療養費につい
て、縦覧や医科レセプト突合などの点検業務を専門事業者に委託
し、適正化を図ります。（1次審査の単月点検は、国保連に委
託。）
(特定財源内訳)・ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ交付金：7,205千円

特別
会計

広
報
活
動

3 7,771 7,771 0 7,771 総務課

１、メディア活用事業（1,171千円）
　　高齢者等になじみのあるラジオなどを活用して、健診の受
　診勧奨やフレイル予防などの情報提供を行い、健康に対する
　意識の向上とともに、広域連合実施事業の周知を図ります。
　　(特定財源内訳)・ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ交付金：1,171千円

２、ホームページ改築業務（6,600千円）
　　高齢者をはじめ誰もが、より見やすく、使いやすいホーム
  ページとなるよう、レイアウトや機能等の改良とともに、掲
  載内容の充実を図るための全体的なリニューアルを行いま
　す。
　　併せて、スマートフォンなどのモバイル対応を行います。
　(特定財源内訳)・ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ交付金：6,600千円

特別
会計

51,004 51,004 0 32,218

5

あはき施術療養費支給申請書２次点検業務【新規】【ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ】

広報事業【新規】【ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ】

合　　計

※フレイルとは、加齢に伴い、気力や体力などの心身の活力が低下した状態をいいます。健康と障害（要介護状態）の間のような状態で、放置すると、健康や生活機能を損なうおそれがあります。

会計

平成31年度　主な新規・拡大事業の概要

第
２
期
デ
ー

タ
ヘ
ル
ス
計
画
の
推
進

1

高齢者の特性（フレイルなど）を踏まえた保健事業【拡大】

特別
会計

内
訳

基
本
方
針

№ 事業名 予算額
財源内訳

前年度比
増加額

主管課 事業の概要

(単位：千円)
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３ 会議事項 

 

（２）保険料の軽減特例見直しについて 
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保険料軽減特例の見直し等について 

 

１ 低所得者に係る被保険者均等割軽減特例の見直しについて 

(1) 概要 

平成 31 年度予算編成に当たっての財務大臣・厚生労働大臣の合意事項により、「今

後の社会保障改革の実施について」（平成 28年 12 月 22 日社会保障制度改革推進本部

決定）を踏まえ、所得の少ない者に係る保険料の軽減特例（９割軽減及び 8.5 割軽減）

について、介護保険料軽減の拡充や年金生活者支援給付金の支給とあわせて見直しを

実施することとし、平成 31 年（2019 年）10 月から当該軽減特例に係る国庫補助を廃

止し、当該後期高齢者の保険料を本則の７割軽減とすることとされました。 

なお、現行の９割軽減が適用される低所得者に対しては基本的に消費税率の引き上

げに当たって年金生活者支援給付金が支給されることなどを踏まえ、現行の 8.5 割軽

減が適用される者に対しては、平成 31 年(2019 年)10 月から１年間に限り、軽減特例

に係る国庫補助の廃止により負担増となる所要額について特例的に補填を行うこと

とされ、事実上実施が１年猶予されることとなりました。 

 

(2) 見直し内容 

  軽減特例の見直しにより、平成 31 年（2019 年）10 月以降、特例による上乗せ分（２

割、1.5 割）が廃止されることになりますが、「保険料は年度で賦課しているもので

あり、年度中に軽減割合が変更となることはない」との厚生労働省の見解に基づき、

実際の保険料計算では上乗せ分の半年相当（１割、0.75 割）を通年で適用し、それ

ぞれ本則の７割軽減と合わせて８割、7.75 割軽減となります。また、現行 8.5 割軽

減に該当する被保険者については実施が１年間猶予されるため、平成 32 年度（2020

年度）からの実施となります。 

 

各年度の低所得者に係る均等割の軽減割合 

判定基準 現行 
H31 年度 

(2019 年度) 

H32 年度 

(2020 年度) 

H33 年度 

(2021 年度) 

・軽減判定用総所得が 33 万円未満 

・世帯主及び被保険者全員が年金収入

80 万円以下でその他の所得なし 

９割 ８割 7 割 ７割 

・軽減判定用総所得が 33 万円未満で

上記に該当しない者 
８.5 割 8.5 割 7.75 割 ７割 

 

 

資料２－１ 
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(3) 軽減特例見直しの影響 

※被保険者実態調査（H30.9.30）時点の状況を元に試算 

ア 平成 31 年度（2019 年度） 

影響人数：55,359 人 影響額：約２億 2,647 万円 

<内訳> 

・９割→８割 影響人数：55,359 人 影響額：約２億 2,647 万円 

 

イ 平成 32 年度（2020 年度） 

影響人数：133,823 人 影響額：約４億 6,720 万円 

<内訳> 

・８割→７割 影響人数：55,359 人 影響額：約２億 2,647 万円 

・8.5 割→7.75 割 影響人数：78,464 人 影響額：約２億 4,073 万円 

 

ウ 平成 33 年度（2021 年度） 

影響人数：78,464 人 影響額：約２億 4,073 万円 

<内訳> 

・7.75 割→７割 影響人数：78,464 人 影響額：約２億 4,073 万円 

 

(4) システム改修について 

ア 標準システム 

制度改正に伴う標準システム改修については、平成 31 年（2019 年）度保険料に

対応する改修は本年４月中旬までに、平成 32年（2020 年）度保険料に対応する改

修については、本年中に行うとの方針が示されました。また、本年２月５日にシス

テム概要等説明会が予定されております。 

 

イ 市町村システム 

標準システムの改修に伴う市町村システムの改修については、厚生労働省から

「広域連合から市町村へ送付するインターフェースファイル「保険料情報（広域連

合→市区町村）」について、設定仕様に関する修正は行わないことから、市町村に

おける独自カスタマイズ等を除き、市町村システムの改修は発生しないものと想定

している」との見解が示されておりますが、各市町村システムにおいて改修が必要

かどうか早期に確かめる必要があり、また独自カスタマイズ部分かどうかに関わら

ず、改修が必要となった場合は確定賦課処理までに改修を終える必要がありますの

で、標準システムの改修仕様について正式なものを早急に提供するよう要望してお

ります。 
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(5) 制度の周知等について 

周知・広報については、平成 29 年度・30 年度同様に国においても行う予定との

ことです。提供予定のものとして、窓口設置用ポスター、窓口設置用リーフレット、

被保険者送付用リーフレットが示されております。 

また、今回の制度見直しは介護保険料軽減の拡充及び年金生活者支援給付金の支

給とあわせて実施すること等から、周知広報に当たり、各市町村においては介護保

険部局等の関係部局、市町村を管轄する年金事務所等と連携を進めて頂く必要があ

るとされており、周知に係る留意事項・Ｑ＆Ａ等を準備が整い次第提供予定との事

です。 

 

(6) 説明資料（Ｑ＆Ａ）について 

今回の軽減制度に見直しについては、「今後の社会保障改革の実施について」（平

成 28 年 12 月 22 日社会保障制度改革推進本部決定）を踏まえて行われたものであ

り、９割軽減に該当する被保険者については、年金生活者支援給付金・介護保険料

の軽減拡充とあわせると実質的に負担増にならないと厚生労働省は説明していま

したが、個々の事例によっては負担増になる場合もある等、被保険者の理解を得る

ことが難しいケースが想定されます。このため厚生労働省としても、理解を得られ

るように説明を尽くすとともに、広域連合・市町村でも対応できるようにＱ＆Ａな

どの説明資料を提供するとの見解が示されております。 

 

２ 被用者保険の被扶養者であった被保険者に係る軽減特例の廃止について 

(1) 概要 

平成 29 年度から段階的に見直しを実施してきた被用者保険の被扶養者であった被

保険者に係る軽減特例については平成 31年度（2019 年度）から廃止され、本則どお

り（制度加入から２年間に限り、均等割を５割軽減）の運用となります。 

 

(2) 廃止の影響 

ア ２割軽減該当（５割軽減→２割軽減） 

影響人数：1,285 人 影響額：約 1,577 万円 

 

イ 軽減非該当（５割軽減→軽減無し） 

影響人数：15,826 人 影響額：約３億 2,370 万円 
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３ 低所得者に係る均等割軽減の基準見直しについて 

(1) 概要 

平成 31 年度（2019 年度）は、低所得者に係る均等割軽減の５割、２割の判定にお

いて、被保険者数に乗ずる所得額がそれぞれ 27 万 5,000 円から 28 万円、50 万円か

ら 51 万円に引き上げられ、軽減適用範囲の拡充が図られます。 

なお、賦課限度額については据え置かれ、平成30年度と同額の62万円となります。 

 

(2) 影響 

ア ５割軽減 

影響人数：858 人増 影響額：約 1,759 万円 

イ ２割軽減 

影響人数：589 人増 影響額：約 482 万円 



軽減特例見直しによる影響試算説明図（平成31～33年度）
※被保険者数、被保険者世帯の所得額、保険料率に変更がないことを条件として、平成30年9月10日現在（実態調査時　被保険者数348,016人）で試算

保険基盤安定制度
高齢者医療制度円滑運営臨時特例交付金（平成31年度まで。平成32年度以降は自己負担）

高齢者医療制度円滑運営臨時特例交付金（平成32年度まで。平成33年度以降は自己負担）

自己負担部分

○改正が必要な条例
※夫婦世帯における夫の例
（妻の年金収入80万円以下の場合) １　軽減特例見直し

　　　長野県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例　第16条第２項

　　　長野県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例　附則第４条第１項

　　　長野県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例　附則第４条第２項

　　　長野県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例　附則第6条

　　　その他上記の改正に伴う号ずれ対応等
２割軽減
36,513人

２　軽減判定所得の基準引上げ

　⑴　5割軽減の基準額
　　　　長野県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例　第16条第１項第２号

　⑵　2割軽減の基準額
　　　　長野県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例　第16条第１項第３号

○影響額

１　平成31年度　約２億2,647万円　（9割→8割　約2億2,647万円)　

２　平成32年度　約４億6,720万円 　(8割→7割　約2億2,647万円　8.5割→7.75割　約２億4,073万円)　

３　平成33年度　約２億4,072万円  （7.75割→７割　約２億4,073万円)　

○影響者数　※人数には元被扶養者を含む

１　平成31年度　 55,359人　(9割→８割　55,359人)

２　平成32年度　133,823人　(8割→7割　55,359人　8.5割→7.75割　78,464人)

３　平成33年度　 78,464人　(7.75割→７割　78,464人)

○影響額

①7,848人 ②8,778人 　　約３億3,947万円　　(2割該当　約1,577万円　軽減非該当　約３億2,370万円）

○影響者数

　　17,111人　　（2割該当　1,285人　軽減非該当　15,826人)

8.5割軽減

7.75割軽減
78,464人

　　　3,068円

低所得者の軽減

所
　
得
　
割

⑥15,826人
⑦元被扶養者合計40,557人

所得割賦課なし

40,907円

12,272円

8,182円

4,090円

元被扶養者の軽減

均
　
等
　
割32,725円

７割軽減

夫の年金収入

8割軽減
55,359人

8.5割軽減
78,464人

　　　6,136円

　　　3,068円

　　9,204円

⑤1,285人③2,191人 ④1,304人

資料２-２

２割軽減

７割軽減

５割軽減

8割軽減

５割軽減
（資格取得後

2年間）

20,453円

５割軽減
44,960人

224 270万円

条例附則第４・５条

条例第16条第1項第1号

条例第16条第1項第３号

条例附則第４条第１項

条例第16条第1項第２号

省 略 （所得割は579,093円までが賦課限度）

153万

介護保険料の減免拡充

年金生活者支援給付

168万円80万円

消費税率の引き上げに

併せて実施される低所

得者支援施策

国では、低所得者の支

援施策と併せ実施する

ため、負担増にはならな

いと説明

年金給付金がないことか
ら、１年間実施を猶予

現在示されている内容について、制度的な疑問点がいくつか指摘されています。

・後期高齢者医療制度単体で見た場合、現在９割軽減該当の場合、８．５割該当の場合より所得が低いにも関わらす保険

料が高くなる。

・10月に特例廃止のところ、年間を通して８割、7.75割軽減とすることの妥当性。

・介護保険料軽減拡充、年金生活者支援給付金ともに住民税非課税世帯が対象となるため、現在９割軽減該当の中にこ

れらの恩恵がない被保険者が存在する。

・年金生活者支援給付金等がない被保険者について、8.5割軽減では実施が１年猶予されたが、９割軽減該当では猶予さ

れない。
上記のような項目について被保険者から問い合わせがあった場合、理解を得ることが困難であることが予想されるため、Ｑ
＆Ａ等により説明の仕方等を提供するよう強く要望しております。

20,454円

12,272円

条例第16条第1項第1号

条例附則第４条第１項

条例附則第４条

条例第16条第１項第２ 条例第17条第1項

影響を受ける被保険者

条例第16条第１項第３号

  ５



軽減特例（９割・8.5割）見直しによる影響人数及び影響額試算表（平成31～33年度） 資料２-３

※平成32・33年度は、均等割額が第６期と同額と仮定

１　平成31年度

現行均等割額
A

該当者数
B

特例見直し後
均等割額

C

影響単価
D=C-A

影響額
E=D×B 摘要

①　9割→8割 4,090円 55,359人 8,181円 4,091円 226,473,669円 

②　8.5割→8.5割 6,136円 78,464人 6,136円 0円 0円 実施を１年猶予

③　影響を受ける者(①) 55,359人 226,473,669円 被保険者の15.9％に影響

２　平成32年度

H31均等割額
A

該当者数
B

特例見直し後
均等割額

C

影響単価
D=C-A

影響額
E=D×B 摘要

①　8割→7割 8,181円 55,359人 12,272円 4,091円 226,473,669円 本則に戻る

②　8.5割→7.75割 6,136円 78,464人 9,204円 3,068円 240,727,552円 

③　影響を受ける者　(①+②) 133,823人 467,201,221円 被保険者の38.5％に影響

３　平成33年度
H32均等割額

A
該当者数

B

特例見直し後
均等割額

C

影響単価
D=C-A

影響額
E=D×B 摘要

①　7割→7割 12,272円 55,359人 12,272円 0円 0円 

②　7.75割→7割 9,204円 78,464人 12,272円 3,068円 240,727,552円 本則に戻る

③　影響を受ける者（②） 78,464人 240,727,552円 被保険者の22.5％に影響

※被保険者数、被保険者世帯の所得額、保険料率に変更がないことを条件として、平成30年９月30日（被保険者実態調査）現在（被保険者数348,016人）で試算

区  分

均等割特例軽減

区  分

均等割特例軽減

区  分

均等割特例軽減

６



資料３　平成30年度及び平成31年度の後期高齢者医療保険料額の比較 資料２－４

１．１人世帯で被保険者が年金収入のみの場合 （単位：円、％）
旧ただし書
所　　　　得 軽減区分 金　　額 軽減区分 金　　額 差　　額 率

800,000 0 0 ９割軽減 4,000 8割軽減 8,100 4,100 202.50
1,530,000 330,000 0 8.5割軽減 6,100 8.5割軽減 6,100 0 100.00
1,680,000 480,000 150,000 8.5割軽減 18,500 8.5割軽減 18,500 0 100.00
1,950,000 750,000 420,000 ５割軽減 55,300 ５割軽減 55,300 0 100.00
1,955,000 755,000 425,000 ５割軽減 55,700 ５割軽減 55,700 0 100.00
1,960,000 760,000 430,000 ２割軽減 68,400 ５割軽減 56,100 △ 12,300 82.02
2,110,000 910,000 580,000 ２割軽減 80,800 ２割軽減 80,800 0 100.00
2,170,000 970,000 640,000 ２割軽減 85,800 ２割軽減 85,800 0 100.00
2,180,000 980,000 650,000 ２割軽減 86,600 ２割軽減 86,600 0 100.00
2,190,000 990,000 660,000 95,600 ２割軽減 87,500 △ 8,100 91.53
2,500,000 1,300,000 970,000 121,400 121,400 0 100.00
3,000,000 1,800,000 1,470,000 162,900 162,900 0 100.00
3,500,000 2,250,000 1,920,000 200,200 200,200 0 100.00
4,000,000 2,625,000 2,295,000 231,300 231,300 0 100.00
4,500,000 3,040,000 2,710,000 265,800 265,800 0 100.00
5,000,000 3,465,000 3,135,000 301,100 301,100 0 100.00
8,800,000 6,805,000 6,475,000 578,300 578,300 0 100.00
9,000,000 6,995,000 6,665,000 594,100 594,100 0 100.00
9,320,000 7,299,000 6,969,000 619,300 619,300 0 100.00
9,330,000 7,308,500 6,978,500 620,000 620,000 0 100.00

２．２人世帯（夫婦）で被保険者が年金収入のみの場合の夫の保険料（妻の年金収入は135万円（９割軽減は80万円）以下）
旧ただし書
所　　　　得 軽減区分 金　　額 軽減区分 金　　額 差　　額 率

800,000 0 0 ９割軽減 4,000 8割軽減 8,100 4,100 202.50
1,530,000 330,000 0 8.5割軽減 6,100 8.5割軽減 6,100 0 100.00
1,680,000 480,000 150,000 8.5割軽減 18,500 8.5割軽減 18,500 0 100.00
2,110,000 910,000 580,000 ５割軽減 68,500 ５割軽減 68,500 0 100.00
2,220,000 1,020,000 690,000 ５割軽減 77,700 ５割軽減 77,700 0 100.00
2,230,000 1,030,000 700,000 ５割軽減 78,500 ５割軽減 78,500 0 100.00
2,240,000 1,040,000 710,000 ２割軽減 91,600 ５割軽減 79,300 △ 12,300 86.57
2,660,000 1,460,000 1,130,000 ２割軽減 126,500 ２割軽減 126,500 0 100.00
2,680,000 1,480,000 1,150,000 ２割軽減 128,100 ２割軽減 128,100 0 100.00
2,700,000 2,500,000 2,170,000 221,000 ２割軽減 212,800 △ 8,200 96.29
3,000,000 1,800,000 1,470,000 162,900 162,900 0 100.00
3,500,000 2,250,000 1,920,000 200,200 200,200 0 100.00
4,000,000 2,625,000 2,295,000 231,300 231,300 0 100.00
4,500,000 3,040,000 2,710,000 265,800 265,800 0 100.00
5,000,000 3,465,000 3,135,000 301,100 301,100 0 100.00
8,800,000 6,805,000 6,475,000 578,300 578,300 0 100.00
9,000,000 6,995,000 6,665,000 594,100 594,100 0 100.00
9,320,000 7,299,000 6,969,000 619,300 619,300 0 100.00
9,330,000 7,308,500 6,978,500 620,000 620,000 0 100.00

（注）１．軽減判定については、公的年金等収入につき国民健康保険と同様、高齢者特別控除15万円が適用されます。
　　　２．年金収入金額から所得金額への換算は、平成30年分の計算例により換算しています。
　　　３．旧ただし書所得＝賦課のもととなる所得金額＝基礎控除（33万円）後の総所得金額等

【保険料率:.［平成30･31年度；0.0830/40,907円］】

平成31年度の保険料

比　　　　　較

年金収入 年金所得
平成30年度の保険料

年金収入

比　　　　　較

年金所得
平成30年度の保険料 平成31年度の保険料

 ７



480 40 240 20 120 10

5,000 2,500 1,250





 

【資料３】 

 

 

 

３ 会議事項 

 

（３）あはき療養費の受領委任制度開始に伴う 

   過渡期の取扱いについて 
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あはき療養費の受領委任制度開始に伴う過渡期の取扱いについて 

 

１ あはき療養費の受領委任制度への参加 

  あはき（あん摩マッサージ、はり・きゅう）施術に係る療養費（以下「あはき療養費」 

 という。）の支払いについて、平成31年１月１日以降「受領委任制度」が開始されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 長野県後期高齢者医療広域連合は、施術者等に同制度の契約勧奨を行いながら、長野

県内保険者の開始時期の統一に併せ、平成 31 年４月１日から同制度に参加します。 

資料３ 
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２ あはき療養費の受領委任制度移行の過渡期での取扱い 

  あはき療養費は、主に「代理受領（あはきの施術を受けた被保険者が、施術者等に療養 

 費の受領権限を委任（民法根拠）して、施術者等に一部負担金のみ支払い、受領代理人（施 

 術者又は請求代行業者）から保険者への支給申請（請求）を受けて支給する方法。）」を広 

 域連合が認め、支給してきました。 

 

〇厚生労働省の意向 

 保険者があはき療養費の受領委任制度開始に参加後は、保険者が代理受領を受領委任と

並行して認めることは、制度の趣旨に沿わないので、代理受領を認めず、施術者等が受領委

任の契約を締結しない場合、療養費支給の原則「償還払い（一部負担金を含む全額を負担し

た被保険者への直接支給。）」で支払うべき。 

 

〇受領委任制度移行の過渡期での例外的取扱い例示（限定条件／厚生労働省） 

  保険者が受領委任制度に参加した後で、 

 (1) システム対応や審査体制が整うまでの過渡期の対応として 

 (2) 施術者の地方厚生（支）局への申出漏れがあった場合 

 ※上記について、受領委任払制度移行後の過渡期での例外的取扱いとして、引き続き代 

 理受領を認める。例外的取扱いを認められる期間は、おおむね１年から２年程度まで。 

 

 

 当広域連合では、あはき受領委任制度移行の過渡期での例外的取扱いとして、 

 

 

 

 

３ 保険者の周知・広報について（施術者等向け） 

 (1) 平成30年８月施術分から、あはき療養費の支給決定通知に制度周知等チラシを作成 

  し、同封することで制度周知及び受領委任契約を促しています。 

 (2) 長野県後期高齢者医療広域連合ホームページに制度周知等の記事を掲載し、周知・広 

  報に努めています。 

 (3) 長野県ほかと共同で、「あはき施術者等向けの説明会」を開催予定。（平成30年度（2018 

  年度）調整中。） 

 期限（平成32年（2020年）３月施術分の申請まで）を定めて、受領委任及び償還払い

と並行しながら、代理受領での支給申請を認める予定です。 



 

【資料４】 

 

 

 

３ 会議事項 

 

（４）高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施 

   について 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

























 

 

 

 

 

 



 

 

 

 























 
 



 

【資料５】 

 

 

 

５ その他 

 

（１）今後のスケジュールについて 

    

   

 

 

 

 



３１年１月
（2019年）

２月

３月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

今後のスケジュール（案）

市 町 村 広 域 連 合

２月２１日 ２月定例会
○後期高齢者医療に関する

条例の一部を改正する条例
○平成３１年度当初予算

３月（２月）定例会
○平成３１年度当初予算

所得（30年分）等データ
広域連合への送信

❏保険料額決定通知書の発送
❏特別徴収開始通知書又は納入

通知書の発送
❏本算定に基づく特別徴収（１０月

以降）の開始依頼
❏被保険者証等（８月定期更新）の

発送

❏市町村説明会（５月）
・事務処理、収納対策等

広域連合長選挙
(３月３０日任期満了)

３月１８日 告示
選挙候補者届出受付

３月２６日 投票、選挙会

・データヘルスに関する意見交換会
・市町村担当者との意見交換会

新標準システム稼働

❏自動連係サーバー入
替作業並びに旧機器
回収作業

❏窓口端末等機器入替
作業並びに旧機器回
収作業

６月定例会
○広域連合議会議員選挙

(候補者数が定数を超える場合)

❏選挙依頼
(候補者数が定数を
超える場合)

❏開票結果

広域連合議会議員選挙
(７月１日任期満了)

○告示
○選挙候補者推薦届出受付
○選挙会

❏年次処理
・保険料額の本算定及び決定
・被保険者証等作成（８月定期

2020・2021年度
保険料率算定開始

７～８月臨時会
○議長、副議長の選挙
○副広域連合長、監査委員、

公平委員会委員の選任 ほか

７～８月 幹事会

１月３１日 運営協議会

１月２４日 幹事会

運営協議会委員
９月４日 任期満了

新委員の委嘱

資料５
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